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研究要旨 

 高齢化社会を迎え、国民への質の高い介護福祉と医療の提供を財政的に担保する必要がある。本研究は、

「地域」と「感染症制御」の視点から介護と医療を捉える事により、課題克服への貢献を目指す。高齢者は

感染症への抵抗性が低く、医療施設における感染制御対策において介護施設入所者の関与は深い。我々は介

護施設での感染症対策を強化する事で、感染制御に要する医療費を削減できる可能性について検討を加える。

本年度は大阪府吹田市をモデル地区に選定し、管内の特別養護老人ホーム19施設を対象として吹田市高齢支

援課、吹田保健所、大阪府立公衆衛生研究所が参加する施設内感染対策支援ネットワークを構築し、現状の

把握と効率的な支援活動のあり方を模索した。感染症対策に関する知識、意識、経験、対策基準には施設間

で差があり、現状の対策に不安がある実態が判明した。ネットワーク活動が感染制御に恩恵をもたらすとの

共通認識を醸成する事ができ、ネットワークを通じた感染対策支援が介護福祉の質の改善にもたらす影響に

ついて科学的知見を収集できる基盤が整備できたと考える。今後、医療・介護福祉施設を含む地域密着型の

拡大感染制御ネットワークを編成することによって、地域住民に安心・安全を提供できる福祉への貢献が期

待される。 

 

 

A. 研究目的 
 

 医療施設における院内感染は患者や医療従事者に

不必要な苦しみと医療機関に多大な負担を及ぼす。 

 

 

 

これに対応するため、効果的な院内感染防止が体系 

的に進められてきた。2006年に制定された良質な医

療を提供する体制の確立を図るため医療法等の一部
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を改正する法律に基づいて医療安全管理指針が示さ

れた。さらに2012年に適切な院内感染対策をとるこ

とにより感染防止対策加算として診療報酬を算定で

きるようになった。これにより、医療機関における

感染制御対策はさらに質の高いものに進化しつつあ

る。この流れの背景には、院内感染防止への投資の

方が院内感染発生後の処置よりも費用対効果が高い

ことが指摘される。 

 医療機関における感染制御（院内感染）は確立し

つつあるが、医療関連感染（Healthcare- 

associated infection）制御の観点から、医療機関

以外の施設における対策が必要である。医療関連感

染予防を地域で効果的に実施できれば、高い費用対

効果で感染症対策を実施できる可能性がある。これ

は限られた厚生予算の効果的な運用に貢献できる。

このような背景の中で医療機関に対し大きな感染対

策ストレスになることが指摘されている福祉施設に

おける感染制御について戦略的な対策を講じること

ができれば、社会に対する貢献度は非常に大きいと

思われる。 

 福祉施設における施設内感染は入所者や施設従事

者に不必要な苦しみと施設に多大な負担を及ぼす。

これは医療機関における状況と全く同じであり、対

策においても類似のアプローチが有効であることを

示唆する。そこで、医療機関の取り組みを模倣し、

福祉施設の感染症対策ネットワークを構築する。こ

れを通じて施設内感染対策を強化すると同時に、感

染制御にかかる地域の医療費を削減できる可能性に

ついて科学的基盤の提供を試みる。研究概要を図 1

に、研究の流れを図2に示す。 

 

B．方法と経過 
 
地区•施設の選定 

 介護福祉施設のネットワークを最も効果的に運営

できる地区として、自治体である市町村と地域の保

健所が感染制御に関して必要性を強く認識し対策に

積極的であること、行政と福祉施設が良好な関係に

あり、施設数が研究事業の推進に適切な規模である

こと、医療機関における院内感染連絡会が既に存在

し効果的に機能していることなどを指標に大阪府管

内の地区を評価し対照地域を絞り込んだ。さらに行

政の担当課と協議し、最も必要性の高いと思われる

福祉施設を選定した。 

 

研究事業への参加要請 

 吹田市内の19の特別養護老人ホーム（表1）に文

書で本研究事業に対する参加を依頼した。また、施

設長会議の会長より施設長会にて研究事業の趣旨を

説明してもらうよう依頼し事業への参加を重ねて要

請した。 

 

書面調査による感染制御に係る現状と問題の把握 

 施設内感染の現状と対策を把握するために記述式

アンケートによる調査を行った。全19施設より、12

施設から有効回答を得た（63％）。施設への個別訪問

による感染制御に係る現状と問題点を把握するため、

複数の施設で現地調査を行い感染制御に係る現状と

問題点を整理した。 

 

感染制御ネットワークの構築 

 大阪府公衆衛生研究所、福祉施設の施設長または

感染制御に関わる施設の担当者、吹田保健所、吹田

市高齢支援課を招聘して定期的な会合を開催した。

この会合を感染制御ネットワーク研究会と命名し、

平成25年度は3回の会議を吹田保健所にて開催した。

会議では研究班が収集した調査結果の解析報告、感

染症の専門家による講演、施設の感染症対策に関す

る経験に関する情報共有、ネットワーク研究会活動

の運営法、活動方針等について意見交換を行った。 

 

施設訪問等による調査研究 

 全体会議では十分に把握できない施設の現状を調

査し、個別のニーズに応えるために大阪府立公衆衛

生研究所の職員が施設を個別訪問した。施設個別訪

問は目的に応じて講習型、アウトブレイク事後調査

型、平常時の感染症対策に関する調査型の三種類が

あり、それぞれ大阪府立公衆衛生研究所と吹田保健

所の専門職が実施した。 

 

医療施設の感染制御ネットワーク活動との連携 

 吹田保健所管内院内感染対策連絡会議と医療機関

の感染管理担当者による連携病院の相互訪問評価活

動に公衆衛生研究所の主任、分担、協力研究者らが
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オブザーバー参加し、活動内容を把握した。また、

吹田地区とは異なる大阪府管内で発生した院内感染

事例においても、所管保健所、国立感染症研究所と

共同して、大阪府立公衆衛生研究所の専門家が現地

調査を行った。 

 なお、平成25年度の事業経過を図3に示した。 

 
C．研究結果 
 
地区選定 

 吹田保健所は院内感染ネットワークの構築に積極

的に関与してきた歴史があり、院内感染連絡会が効

果的に機能している中で、中心的な役割を担ってい

る。吹田市高齢支援課は管内の福祉施設の設置や運

営に関する施策の背景から管内の福祉施設とは非常

に良好かつ密接な関係を持っている。吹田市高齢支

援課と吹田保健所は共に本研究事業の必要性を高く

評価し、積極的な支援を表明していただいたことか

ら、大阪府吹田市を研究実施地区に選定した。 

 介護サービスには以下のものがある。施設サービ

ス、居住サービス、その他サービスがある。施設サ

ービスには介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、

介護老人保健施設、介護療養型医療施設、地域密着

型介護老人福祉施設入居者生活介護がある。居住サ

ービスには自宅で利用するサービス、日帰りで通う

サービス、施設への短期間の入居サービス、入居先

を自宅とみなすサービスがある。それぞれ代表的な

ものに介護予防訪問介護、デイサービス/デイケア、

ショートステイ、グループホームがある。吹田市高

齢支援課との協議で、施設サービスの中で医療機関

との間で入居者のやりとりが最も多いと思われる特

別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）が本研究の

対象として適切と判断し、吹田管内にある特別養護

老人ホーム計19施設を選定した。 

 

研究事業への参加要請 

 文書依頼と施設長会議の会長から各施設への説明

を通して研究事業の趣旨の周知と事業への参加を要

請した。さらに詳細な事業内容の説明が必要との要

望を受けて、2013年8月5日に特別養護老人ホーム、

吹田保健所、吹田市高齢支援課、大阪府立公衆衛生

研究所が参加する全体会議を第1回感染制御ネット

ワーク研究会（当時の仮称は施設内感染対策ネット

ワーク構築に関する会議）として開催した。 

19施設に案内、12施設の参加を得た。議事録を資料

1 に示す。本会により、施設から研究事業に関する

理解を得る事が出来たことから、施設内感染の現状

と対策を把握するための調査を行った。 

 

書面調査による感染制御に係る現状と問題の把握 

 記述式アンケートによる調査を平成25年9月から

10 月にかけて実施した（資料 2）。19 施設に配布し

12施設から回答（回収率63％）を得た（結果概要を

表2に記載）。 

 調査の結果、感染制御ネットワーク構築に関する

必要性について賛意を示す例が大多数で、感染症と

してはノロウイルス感染症、インフルエンザ、疥癬

への関心が高いことが示された。また、実際に感染

症対策を行う上で、具体的かつ実践的な方法の明示

を望む声、他施設で行われている実情を開示してほ

しいとの声もあがっていた。感染制御ネットワーク

研究会には、施設の既存の会議との差別化をはかり

つつ、世情を反映したタイムリーな話題提供および

専門家による研修活動への期待が表明されていた。

厚生労働科学研究事業終了後も継続できるネットワ

ークシステムの構築への要望と、研究班による具体

的な支援活動のあり方について問いかけがあった。

施設側からは、施設は医療施設とは異なり生活の場

であるという認識から、病院で行われている院内感

染対策とは異なるという視点から出発するという指

摘があった。  

 総じて、感染制御に関する意識は非常に高く、ほ

ぼ全ての施設において多職種による感染対策会議の

定期開催、実地訓練、講習会の開催など、何らかの

対策がとられているものの、現状に不安を感じてい

る実情が明らかになった。アンケートの解析結果は

第2回感染制御ネットワーク研究会にて報告された。

研究会に欠席された9施設には郵送で解析結果を送

付した。 

 

感染制御ネットワークの構築 

 2013年11月26日に第2回感染制御ネットワーク

研究会を開催した。全19施設中10施設の参加があ

った。研究会では、アンケート報告と感染制御ネッ
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トワークのあり方と、今後の研究班活動について議

論した。 

 研究事業の柱を感染制御ネットワーク研究会に位

置づけて、科学的データをもとに効果的な対策を提

言としてまとめるための中心的役割を持たせる事を

説明し、参加施設にとって負担がなく実利のある研

究会に昇華する必要を指摘した。感染症対策に関す

る対策を講じる上で、研究会の存在意義と構成員（施

設、吹田保健所、吹田市高齢支援課、大阪府立公衆

衛生研究所）について異論はなく、研究会の活動内

容について特に開催の頻度、日程調整、会議場所、

議事内容、参加者の選定を中心に意見交換した。開

催頻度は年 4 回程度、2 ヶ月前までに開催日時を調

整し、保健所にて研究会を開催する、内容は講演形

式と情報共有を基本として、トピックスはアンケー

ト結果を参照しつつ施設長会議で調整することにな

った。 

 ネットワークの運営方針について、研究班主導や

公的機関主導の体制では永続性、自主性、自律性の

観点から限界があることなどから、ネットワークの

維持運営には施設側がより主導的な役割を持つ事が

望ましいと考えられた。しかし、専門性の観点から、

ネットワークが設立された時点では公的機関の踏み

込んだ関与が必要と思われた。第2回感染制御ネッ

トワーク研究会議事録を資料3に示す。 

 第3回研究会では、施設からの要望を受けて、院

内感染との関連およびノロウイルス感染症への対応

に関する専門家の講演を実施した（資料 4、5）。特

に、前者においては医療機関がネットワークを形成

して院内感染対策にあたるようになった歴史的背景

と効果について紹介があり、施設間ネットワークの

あり方について大きな示唆を与えた（資料4）。ノロ

ウイルス感染症に関する講演では、知識の共有に関

する重要性が認識された（資料5）。さらに、個々の

施設からこの研究活動にかかる経験について報告を

受けた（資料 6、7）。この中にはアウトブレイクを

経験した施設が独自に写真解説したノロウイルス感

染症マニュアルも含まれる（資料8）。優れたマニュ

アルを共有する事や、アウトブレイクに際して施設

間で感染対策資材の共有に関する可能性について議

論を深めた。第3回感染制御ネットワーク研究会議

事録（抜粋）を資料9に示す。 

 

施設訪問等による調査研究 

 施設個別訪問は講習型、アウトブレイク事後調査

型、平常時の感染症対策調査型がそれぞれ１件づつ

で、講習型ではインフルエンザとノロウイルス感染

症についての勉強会を実施した（図4-1、資料10-12）。

アウトブレイク事後調査型では、ノロウイルス感染

症の事例後に大阪府立公衆衛生研究所の職員が専門

家の立場から現地視察を行った。発生概要と施設の

対応、および大阪府立公衆衛生研究所の現地調査し

た結果は、第3回感染制御ネットワーク研究会で発

表された（資料6）。平常時の感染症対策調査型では

吹田保健所、大阪府立公衆衛生研究所、医療機関の

ICN が共同で調査に赴き、現地視察と対策にかかる

協議を行った（図4-2）。結果は第4回感染制御ネッ

トワーク研究会で発表の予定である。 

  

医療施設における感染制御ネットワーク活動の調査 

 地域における多元的薬剤耐性菌対策を推進するた

めに、医療機関側のネットワークの構築と情報共有

の活動を行い、従来の院内感染対策の枠を超えた包

括的感染対策ネットワーク拡大への意識改革を行っ

た。すなわち、医療機関側にネットワークを通じ、

介護福祉施設への関心を高め、医療機関との感染防

止対策の連携を構築することの重要性の認識の醸成

を行った。また介護福祉施設の職員に対しても、研

修会を通じて、病院における感染対策の実状と病院

と施設の連携の重要性について啓発を行った。大阪

大学が主導的役割を果たした活動内容について以下

に列挙し、大阪府立公衆衛生研究所が関与した活動

については特記した。 

 1.医療機関としての施設に対する研修会の実施：

平成26年2月19日第3回感染制御ネットワーク研

究会の中で吹田市内の施設の職員を対象とした講習

会を実施（資料4）。 

 2.施設と病院感染対策を結ぶ医療機関側受け皿と

してのネットワーク（吹田保健所管内院内感染対策

会議）の活動：感染防止対策加算1を取得する4病

院と、加算２の病院とおよび加算を取得していない

9病院の参加を得た。 

 合同カンファランスを吹田保健所にて2回開催し

た（平成25年6月19日テーマ“薬剤耐性菌サーベ
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イランスに関する報告”、平成26年2月4日テーマ

“地域連携としての相互訪問事業の報告”“新型イン

フルエンザ等特措法について”）。本カンファランス

には大阪府公衆衛生研究所がオブザーバー参加した。 

 加算1同士による地域連携のための4施設の相互

評価を吹田保健所、大阪府公衆衛生研究所と共同で

実施した（大阪大学附属病院、平成25年9月9日；

吹田市民病院、平成25年11月20日；済生会吹田病

院、平成25年11月29日；国立循環器病研究センタ

ー、平成26年2月24日）。大阪大学附属病院での相

互評価に大阪府公衆衛生研究所がオブザーバー参加

した。 

 3.新型インフルエンザ等特措法に関する地域医療

体制の整備：新型インフルエンザ等対策措置法の登

録事業者に関する説明会を大阪府医師会、大阪府保

健所、大阪大学と合同で実施した（平成 26 年 1 月

29日、31日、2月5日、7日の計4回）。大阪府医師

会、大阪府、大阪大学、大阪府立公衆衛生研究所が

合同で医師・歯科医師・薬剤師・看護師等の医療従

事者に対する新型インフルエンザ対策医療従事者研

修会を実施（平成26年3月26日）。 

 4.感染管理専門家としての保健所支援：高槻市内

医療機関における多剤耐性緑膿菌アウトブレイク事

例の改善支援のコンサルテーションを高槻市保健所

から受け、大阪大学は外部委員として支援を行った。

大阪府公衆衛生研究所も耐性菌の検査、現地調査、

対策会議等において貢献を果たした。 

 

D. 考察 
 

研究事業の開始にかかる関係施設との事前調整 

 福祉施設と地域の感染症対策で核となる保健所や

医療機関は行政的に管轄が別である。従って、吹田

市内で本事業を円滑に推進するために、行政の事前

調整は必須であった。今回は大阪府、吹田保健所、

吹田市役所、特別養護老人ホーム施設会と事前打ち

合わせを行った。 

 事前調整においては、福祉施設における感染症対

策の必要性に関する理解と、研究計画の透明性、お

よび厚生労働省が支援する研究事業であるという事

実が動機付けとなった。本研究事業において取りま

とめする機関が規制庁ではない衛生研究所であった

ことが福祉施設との関係から幸いしたと思われる

（後述）。福祉施設に対して事業説明する際には、受

益性を指摘する必要がある。事業推進と営利が同一

の方向性にあること、医療機関における院内感染対

策が達成してきた成果が施設にも適応可能であるこ

とを分かりやすく伝達することが重要と思われた。 

 今回の研究では事業の対象として吹田市内の特別

養護老人ホームを選定した。本研究のアプローチが

有用である事が確証づけられた場合、我々は事業モ

デルを別の行政区や当該施設以外の施設に適応拡大

する事を提唱する。特に地域密着型介護老人福祉施

設入居者生活介護、介護療養型医療施設、介護老人

保健施設である。この場合、事前調整とネットワー

ク構築と運営のノウハウは非常に貴重と考える。政

策への提言とは別に、感染症制御のための福祉施設

間ネットワーク形成と維持に関するマニュアル整備

が望まれる。 

 

感染制御ネットワークの問題点とこれからの課題 

 本研究ではネットワークを通じた情報収集が鍵と

なるため、感染制御ネットワーク活動による恩恵を

施設がより実感できるように調整する必要がある。

これには、専門家による平時の現地調査、有事の現

地指導、感染症に対する知識の向上をバランスよく

実施することである。今回は厚生労働省の研究事業

として感染制御ネットワークを立ち上げたため、運

営には大阪府立公衆衛生研究所が積極的に関与した。

しかし、活動を積み重ねる事により、ネットワーク

に参加する施設における感染制御スキルを除々に向

上させ、施設のリーダーシップによる自律的な取り

組みが達成できると期待される。事業の効果的な推

進には保健所をはじめとする公的機関の参加を必要

とするが、自律的な活動支援にどのように公的機関

が関与するかについては議論の余地がある。また、

ネットワークの枠組みや取り組み内容は地域によっ

て事情が異なる可能性がある。今後は他地域への適

応拡大に関する課題の抽出と対策を研究する必要も

あると思われる。 

 福祉施設においては施設長による施設間会議、各

職階のスタッフによる施設間会議等があり、感染症

対策に関する施設内委員会も存在する。これまでも

会議等では感染症に関する情報交換は行われてきた。
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しかし、感染症制御の専門家を交えて、これを中心

的な話題とする施設間会議はなかった。従って、施

設への負担を考えると、感染制御ネットワークを構

築した際に現有の施設間会議や教育機会を有機的な

連携を図る必要もある。 

 今年度は、ほぼ計画通り事業を遂行し、当初期待

された成果を得ることが出来た。ネットワークを通

じた感染対策支援が介護福祉の質の改善にもたらす

影響について科学的知見を収集できる基盤が整備で

きたと考える。福祉施設の感染制御ネットワークを

「予算的な裏付がある」医療機関における感染制御

ネットワークに近づけるため、来年度以降はネット

ワーク活動によって得られる効果を定量化し、法的

な整備を行う場合に何が最も効果的かについて検討

したい。 

  

吹田保健所の視点から 

 保健所と施設における感染制御との接点は、これ

までアウトブレイク発生後の報告及び監督・指導以

外は希薄であった。今回研究会構成において平時の

感染症対策から施設と保健所が情報交換できる状況

が整備された。感染制御にノウハウを持った保健所

の関与は施設にとって大変心強い。逆に、保健所側

にとっても本ネットワークへの貢献がアウトブレイ

クの予防に直結し、事後調査の負担を軽減できると

いう点でも意義がある。 

 福島県では保健所を中心とした福祉施設間感染症

対策ネットワーク事業が展開されている。しかし、

“公的な権力を有する行政機関”がネットワークを

“主導”することについては施設側が抵抗感を持つ

ことが危惧される。保健所は現有業務の負担が大き

い。将来的に福祉施設における感染制御ネットワー

クを他の地域に適応拡大する際に、地域の保健所に

主導的役割での福祉施設ネットワークの運営を求め

るのは無理がある。この点からネットワーク活動に

おいては施設側が自律的にネットワークを運営する

ことがより好ましい。つまり、ボトムアップ型のネ

ットワーク運営である。オブザーバー的な立場で関

与を求めるほうが保健所からの有用な情報還元が期

待できる。 

 院内感染対策会議は医師、看護師、薬剤師、検査

技師が出席するが、本研究会議には必ずしも医療の

専門職の方が出席するとは限らない。また一時的滞

在となる病院とは異なり、施設は利用者にとって生

活の場そのものであるという決定的な相違もある。 

実際9月に行ったアンケート調査の結果、また会議

で各施設から出される意見をみると、一様に感染症

に対する関心は高いが、施設毎で現行の感染症対策

に係るシステムには差異がある現状が見受けられ、

各施設感染症対策責任者の持つ権限の相違、異動の

多い介護職員に対する均一な感染症対策教育の徹底

と実践の難しさ等、老人介護施設ならではの課題も

認識された。 

 来年度は3ヶ月に1回程度定期的に会議を行う予

定となっている。アンケート調査でニーズのあった

感染症に対する講演の他、施設間の情報交換を行う

ことによりさらなる課題を抽出し、より良いネット

ワークにする必要がある。またこれまでに参加のな

い施設についても施設長会やホームページ等を通し

引続き情報提供を続け1施設でも多くの参加を得る

こと、また現在参加されている施設についてもより

深いご理解を頂戴し、将来は施設側が自らリーダー

シップを持って会議を運営し、吹田保健所は施設側

と緊密な連携を取りながらこれをサポートする体制

が確立できるよう期待する。 

 

院内感染対策連絡会議の視点から 

 医療機関の感染対策ネットワークは、地域の保健

所をハブとすることによって地域全体の医療機関の

参加を促し、かつ保健所が従来の“監査型”の役割

から問題解決型の行政機関の機能を付加することを

支援することも目的としている。これは新型インフ

ルエンザ等特別措置法に基づく政府、大阪府行動計

画にも合致する方向性であり、新型インフルエンザ

等対策も踏まえて、ネットワークの推進を行ってい

る全国的にもユニークで先進的な組織である。 

 次年度から本研究をさらに本格的に実施していく

うえで院内感染対策との連携は今以上に不可欠であ

る。吹田保健所管内院内感染対策連絡会議からみた

施設内感染対策について今後実施していくための視

点を、医療関連感染における薬剤耐性菌の状況と対

策という観点から下記にまとめた。 

 WHOが2011年の国際保健デーで、またCDCが2013

年に薬剤耐性菌の脅威というキャンペーンを行い、
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薬剤耐性菌の拡大に警鐘を鳴らしている。わが国の

現状も、近年なっても複数の医療施設で多剤耐性菌

のアウトブレイクが報道されるなど、危機的な状態

であるとの認識が必要である。一方で、このような

薬剤耐性菌がどこから由来するのか、明確な分析は

なされていない。医療機関における抗菌薬の不適正

な使用や不十分な院内感染対策などが大きな原因で

あると言われているが、動物飼料中の抗菌物質もよ

り大きな役割を担っているという指摘もある。さら

には、いくつかの院内感染のアウトブレイクの原因

として、医療機関と行き来のある介護施設内での拡

散も、病院の院内感染のリソースとして注目されて

いる。そのため、介護施設と病院との間の薬剤耐性

菌の往来を監視することも地域における院内感染対

策の重要な柱になる。 

 福祉施設と病院の連携を促進するためにはいくつ

かの障害が存在する。最も大きなものは、縦割り行

政の壁である。福祉施設は市町村役所が指導監督し、

病院は保健所が指導監督しているため、対応の強制

力や報告の義務が異なる。施設内感染という見地か

ら病院に求められている行政的な報告の義務のすべ

てが、福祉施設に適応されるわけではない。このた

め、情報の共通性、連続性がないことが効率的な感

染対策の阻害因子になっている。もう一つの切実な

問題は、福祉施設においては、感染対策にかかる費

用の原資が、多くの場合、福祉施設側の持ち出しに

なっていることである。医療においては、感染防止

対策加算などの医療保険上の費用の確保が進められ

ている。さらに、感染対策に関する知識やそれを習

得するための教育の機会などが介護施設には不足し

ている。 

 以上のことから、①病院及び福祉施設間に共通の

問題認識を醸成し、②福祉施設の耐性菌の現状を調

査し、③教育の機会を設けることによって、医療機    

関および施設両方の感染防止対策が効率的な耐性菌

制御をもたらすことを証明し、その結果として福祉 

 

 

 

 

 

 

施設に対する公的な感染対策が経済的にも医療費を

削減し、かつ国民の健康に貢献することについて、

本研究から科学的な裏付けを提供したい。 

 

E. 結論 
 

 医療・介護福祉施設を含む地域密着型の感染制御

ネットワークを構築するために、モデルとなる地域

と施設を選択し、ネットワークシステムを試験的に

運用した。現状の把握と効率的な支援活動のあり方

を模索し、ネットワークの有用性に関し一定の成果

をあげ、感染対策支援が介護福祉の質の改善にもた

らす影響について科学的知見を収集できる基盤が整

備できたと考える。ネットワークを構築することに

よって地域住民に安心・安全を提供できる福祉への

貢献が期待される。 

  

F. 健康危機情報 
 

特になし 

 

G. 研究発表 
 

1. 論文発表 

  なし 

 

2. 学会発表 

   なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 

なし 
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図 4-1. 施設訪問 講習型 

 

 

図 4-2. 施設訪問 感染症対策調査型 
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